
令和 ３ 年 10 月

令和 ３ 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水 （令和３年３月31日現在）

人

人

千㎥／ha

② 施　設　 （令和３年３月31日現在）

％

③ 料　金

＜料金表＞
（税抜）

料金 基本水量

13mm 700円 10㎥

20mm 2,000円 20㎥

25mm 3,200円 25㎥

30mm 4,400円 30㎥

40mm 6,200円 40㎥

50mm 10,100円 50㎥

別添１－1

三朝町簡易水道事業経営戦略

団 体 名 ： 三朝町

事 業 名 ： 簡易水道事業

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）　湧水、深井戸、浅井戸

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭和33年3月6日 計 画 給 水 人 口 4,559

施 設 能 力 922 ㎥／日 施 設 利 用 率 48.19

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

非適
現 在 給 水 人 口 1,844

有 収 水 量 密 度 0.008

施 設 数
浄水場設置数 36（次亜塩素）

管 路 延 長 77.6 千ｍ
配水池設置数 36

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　口径別に基本料金（基本水量）と超過料金を設定している。
　（三朝町簡易水道等給水条例　第25条の規定による）

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

令和２年４月１日

メ ー タ 口 径
（１㎥につき）

135円/㎥

基本料金（１か月） 超過料金

120円/㎥

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

＜職員数・年齢構成＞

課長 課長補佐 係長 主査 主任 主事 専門員 合計

職員数 1人 1人 1人 1人 人 1人 1人 6人

※水道事業会計の支弁職員は５名。

～30歳 31～40歳 41～50歳 51～60歳 61歳～ 合計

職員数 1人 1人 1人 2人 1人 6人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

これまでの主な経営健全化の取組

　・平成30年度に鳥取県及び県内市町村等で構成する「水道広域化・共同化流域別検討会」に参加し、ハード・ソフトの両面から検討を進めて
います。
　・平成30年度より本格的な滞納整理に着手し、分納誓約の履行や給水停止措置などを行い滞納金の解消を進めています。
　・令和２年度に13年ぶりとなる料金改定（口径別基本料金）を実施し、今後も段階的な改定を検討していきます。
　・経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等に向け、地方公営企業法適用会計に移行し、令和５年度から水道事業との会計統合を予定し
ています。

　三朝町簡易水道事業に従事する専任職員はおらず、上下水道係職員（６名）で水道事業、下水道事業、集落排水処理事業、温泉配湯事業
も兼務しており、今後もこの体制を維持していくこととしています。（令和３年４月１日現在）

＜組織体制＞

　令和２年度に策定した、令和元年度決算の「経営比較分析表」を添付しています。
　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の公営企業との比較、複数の指標を組み合わ
せた分析を行うことにより、経営の現状及び課題を的確にかつ簡明に把握することが可能となります。

町 長 建設水道課 上下水道係
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２．将来の事業環境

（１）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

2,408 2,372 2,275 2,187 2,157 2,113 2,064 2,007 1,966 1,927 1,878

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

6,136 5,808 5,530

6,136 6,068 6,001 5,936 5,871 5,808 5,750 5,694 5,638 5,583 5,530

1,844 1,807 1,771 1,736 1,701 1,667 1,634 1,601 1,569 1,538 1,507

※令和２年度の数値は確定値。

（２）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

162,185 154,417 151,341 148,350 145,359 142,453 139,633 136,813 134,079 131,430 128,781

48.19% 45.89% 44.97% 44.08% 43.19% 42.33% 41.49% 40.65% 39.84% 39.05% 38.27%

年間総有収水量（㎥）

施設利用率（％）

※令和２年度（確定値）、令和３年度（推計値）は給水人口の減少はあったものの、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛の影響から、令和元年度に
比べ年間総有収水量、料金収入とも増（見込）となっています。
　このため、上記予測の比較期間から除外して算出しています。

　三朝町人口の推計
　　国立社会保障・人口問題研究所の推計人口を基にした人口ビジョンの数値から推計した数値を計上しています。

　給水人口
　　簡易水道の供給区域は集落を単位とした中山間地域に点在し、給水区域内の人口減少率は町全体の減少率を上回る状況にあります。
　　このため給水人口の予測には、これまでの決算統計報告値を基に推計を行いました。
　　この結果、令和２年度から令和12年度までの10年間で、337人減（18.28％減）と予測されます。

（これまでの推移）

給水人口（人）

水需要の予測

給水人口の予測

総合戦略（人口ビジョン）

　年間総有収水量の推計
　　給水対象は、ほぼ一般家庭のみで大型事業所など有収水量の増減に大きな影響を与える施設はありません。
　　また、過去10年の一人当たり年間使用水量は87㎥前後でほぼ横ばいとなっています。
　　このため、直近３年間の平均値85㎥/年に上記の予測給水人口を乗じて推計しています。
　　給水人口の減少から、年間総有収水量は令和４年度から令和12年度の８年間で22,560㎥減（14.91％減）、施設利用率（1日平均配水量÷
1日配水能力）は38.27％になると予測されます。

（今後の予測）

三朝町人口

給水人口（人）
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1,844
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（３）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

18,850 18,768 17,250 16,915 16,580 16,255 15,939 15,623 15,317 15,020 14,723料金収入（千円）

※令和２年度（確定値）、令和３年度（予算額）は給水人口の減少はあったものの、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛の影響から、令和元年度に
比べ料金収入、年間総有収水量とも増（見込）となっています。
　このため、上記予測の比較期間から除外して算出しています。

料金収入の見通し

　料金収入の推計
　　過去10年間の供給単価（給水収益÷年間総有収水量）は106円/㎥前後でほぼ横ばいとなっていますが、滞納整理が本格化した令和元年
度以降は有収水量の減少率に比べ給水収益の減少率が緩やかになったため近年は供給単価が増加傾向にあります。
　　料金収入の推計では、直近３年間の平均値112円/㎥に上記の年間総有収水量を乗じて現年分を推計し、過年度分（滞納徴収分）として令
和２年度決算額を加算して総額を推計しています。
　　他の見通し結果と同じく、給水人口の減少が影響し令和４年度から令和12年度の８年間で2,527千円減（14.65％減）と予測されます。
　　また、令和２年度から本格的な料金改定に着手し、１期３年で全５期（15年）に渡る段階的な改定を行うこととしており、第２期目以降の改定
内容について今後検討を進めていきます。なお本推計では、改定内容が未定であることから現行の料金体系で推計を行っています。

62.83%

48.19%

38.27%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

施設利用率（％）

20,822
18,850

14,723

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

料金収入（千円）

- 5 -



（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　施設全体で老朽化が進んでいるため、計画的な施設更新を進めることとしています。また実施規模も年額１～２千万円程度とし、投資の平準
化を図っていきます。
　このうち管路更新では耐震管の導入による安全・防災対策の拡充や、機械設備では給水人口、有収水量等を考慮したダウンサイジング、ス
ペックダウンなども併せて検討していきます。

組織の見通し

　■「安心・安全」な水道水の提供
　　原水の水質保全や適切な浄水処理など徹底した水質確保に取り組み、「安心・安全」な水道水の提供に努めます。

　■安定した給水基盤の確保
　　適切な維持管理や計画的な施設改修により、安定した給水基盤の確保に努めます。また基盤強化対策として、管路更新時には耐震管の
導入も検討するなど、災害に強い基盤構築を進めていきます。

　■経営基盤の強化
　　給水人口や料金収入の減少から、今後の事業経営は厳しさを増すことが予想されています。しかしながら水道水は生活に欠かせないもの
であり、事業も継続していく必要があります。
　　経営基盤の強化に向けて、業務効率の向上や事務の見直しによる経費削減に努めるとともに、段階的な料金改定を検討していきます。

　■地方公営企業法の適用（会計統合）
　　経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等に向け、地方公営企業法適用会計に移行し、令和５年度から水道事業との会計統合を予定し
ています。
　　なおこの経営戦略では非適用の状態で経営した想定で策定しており、適用後に改めて経営戦略を策定することとしています。

　「１．事業概要」のとおり、簡易水道事業に従事する専任職員はおらず、上下水道係職員（６名）で水道事業、下水道事業、集落排水処理事
業、温泉配湯事業も兼務しており、今後もこの体制を維持していくこととしています。
　また、施設の整備や適切な維持管理を安定的に継続するためには、職員の技術向上やノウハウの継承など職員育成が必要不可欠となって
います。
　また施設異常などの緊急時には機器等の専門的な知識が必要となる場面もあるため、緊急対応業務の外部委託を検討するなど少人数で業
務を継続する体制整備についても検討を進めていきます。

　簡易水道事業では平成９年度に町の集中管理方式を導入し、各集落で管理・運営していた施設を町で引継ぎ経営を行ってきました。
　事業を取り巻く環境は上記の予測にもあるとおり、給水人口や料金収入の減少から今後の経営は厳しくなっていくと予想されます。
　しかしながら、水道水は生活に必要不可欠なものであり、安心・安全な水道水を安定的に供給するために適切な管理・運営の継続が求めら
れています。
　このため下記の基本方針のもと、健全な簡易水道事業運営に努めます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
　水道水の安定供給に向け、計画的な施設更新を進めます。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

広 域 化
　鳥取県と県内市町村で構成する「水道広域化・共同化流域別検討会」で検討していますが、広大な
面積に施設が点在する本町では他市町はもとより、各施設同士の接続も困難な状況です。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

　■料金改定について
　　令和２年度から１期間３年、全５期（15年）に渡る段階的な料金改定を進めています。今後は第２期目となる令和５年度に向けて、対象料金
（基本・超過料金）や改定額などの検討を行います。
　なお経営戦略の策定にあたり、改定内容が未定であることから上記「２．将来の事業環境」の予測をもとに現行の料金体系で推計を行ってい
ます。

　■地方債の活用
　　施設更新の財源には水道事業債に加え、過疎対策事業債や辺地対策事業債を有効活用し、後年度の財政負担の軽減にも努めていきま
す。
　　また償還条件では、後年度の経営状況や元金償還額も考慮しながら償還期間を短期に設定し、償還利子の低減にも繋げていきます。

　■一般会計繰入金の継続
　　料金収入での運営が困難なことから、地方債の償還元金相当額を基準に一般会計からの繰入を受けています。簡易水道は日常生活に欠
かせない事業であるため、一般会計からの繰入は継続するものの滞納整理の強化やコスト削減など、経営改善も併せて取り組んでいく必要が
あります。

　■修繕費・管理費
　　これまでの決算状況から、年間２千１百万円を見込んでいます。管理費は固定経費が多く大幅な削減は困難ですが、適切な維持修繕を行
うなど長寿命化による将来コストの削減に取り組んでいく必要があります。

　■職員給与費
　　緊急修繕や断水復旧に対応する必要があるため、職員給与費には時間外勤務手当を措置しています。

　■地方債償還金・支払利息
　　既往債の償還金額に新発債の金額を加算して計上しています。なお償還条件は現行どおり10年償還（うち据置１年）で推計しています。

②　収支計画のうち財源についての説明

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　施設更新に当たっては、給水人口や有収水量を考慮しスペックダウンも検討します。

そ の 他 の 取 組 　特記事項はありません。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

　特記事項はありません。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　年額１千～２千万円の投資計画を見込むほか、適正な維持管理を行い施設の長寿命化による将来
コストの削減にも取り組んでいきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　施設更新に当たっては、給水人口や有収水量を考慮しダウンサイジングも検討します。
　なお広大な面積に施設が点在するため、施設統合は困難な状況です。

目 標
　第２期以降の料金改定に向けた検討を進めます。
　施設更新に係る財源には、交付税算入で有利となる過疎対策事業債や辺地対策事業債を活用します。
　会計運営に必要となる一般会計繰入金の継続と経営改善を併せて取り組んでいきます。
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②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

そ の 他 の 取 組 　滞納整理業務（給水停止措置を含む）に引き続き取り組んでいきます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、進捗管理（モニタリング）を行うとともに、水道事業との会計統合後（法適化後）には改めて
経営戦略を策定します。

企 業 債
　事業費負担（企業債償還金）の平準化と後年度の財政負担軽減を図るため、水道事業債に加え過
疎対策事業債や辺地対策事業債を活用することとしています。また償還条件では、後年度の経営状
況や元金償還額も考慮しながら償還期間を短期に設定し、償還利子の低減にも繋げていきます。

繰 入 金

　今後も料金収入での運営が困難なことから、現行どおりの償還元金相当額を基準とした繰入を継
続することとしています。
　また一般会計からの繰入は継続するものの、滞納整理の強化やコスト削減など、経営改善も併せ
て取り組んでいく必要があります。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

　特記事項はありません。

料 金
　第２期料金改定となる令和５年度に向けて、対象料金（基本・超過料金）や改定額などの検討を行
います。改定は水道事業と同時期を予定しており、検討に当たっては町内の経済状況や事業所への
影響も考慮する必要があります。
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6
0

2
7
,2

4
2

3
2
,2

1
4

3
2
,3

2
2

3
1
,6

3
4

2
9
,9

0
2

3
1
,6

1
0

3
1
,9

4
1

4
0
,4

0
6

3
4
,6

8
8

（
１

）
2
,3

3
1

8
,2

8
0

3
5
,6

3
6

1
6
,7

0
0

1
8
,4

0
0

1
6
,8

0
0

1
5
,0

0
0

1
3
,0

0
0

1
4
,0

0
0

1
4
,0

0
0

2
2
,0

0
0

1
6
,0

0
0

（
２

）
(H

)
7
,2

3
9

8
,0

6
4

8
,9

2
4

1
0
,5

4
2

1
3
,8

1
4

1
5
,5

2
2

1
6
,6

3
4

1
6
,9

0
2

1
7
,6

1
0

1
7
,9

4
1

1
8
,4

0
6

1
8
,6

8
8

（
３

）

（
４

）

（
５

）

３
(I
)

△
 1

6
9

3
,7

0
6

△
 4

,9
3
6

令
和

４
年

度

そ
の

他

収
支

差
引

(A
)-

(D
)

そ
の

他

営
業

外
収

益

他
会

計
繰

入
金

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

本
年

度

収 益 的 支 出

総
費

用

営
業

費
用

職
員

給
与

費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他

営
業

外
費

用

支
払

利
息

う
ち

一
時

借
入

金
利

息

そ
の

他

令
和

1
2
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
1
0
年

度
令

和
1
1
年

度

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入

地
方

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
補

助
金

他
会

計
借

入
金

固
定

資
産

売
却

代
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

工
事

負
担

金

収
支

差
引

(F
)-

(G
)

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益

営
業

収
益

令
和

５
年

度

そ
の

他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

地
方

債
償

還
金

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
金

返
還

金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

そ
の

他
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様
式

第
2
号

（
法

非
適

用
企

業
）

投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

前
々

年
度

前
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

令
和

４
年

度
本

年
度

令
和

1
2
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
1
0
年

度
令

和
1
1
年

度
令

和
５

年
度

(J
)

2
,6

6
8

3
,9

5
6

△
 3

,2
8
3

9
6
4

7
0
5

4
4
7

2
0
1

(K
)

1
,6

6
4

1
8

1
,6

5
9

9
6
4

7
0
5

4
4
7

2
0
1

(L
)

1
,0

0
4

4
,9

4
2

(M
)

(N
)

1
,0

0
4

4
,9

4
2

(O
)

1
,0

0
0

4
,9

3
6

(P
)

4
6

(Q
)

(Q
)

(B
)-

(C
)

(A
)

(D
)+

(H
)

(S
)

1
7
,5

2
3

1
8
,8

5
6

1
8
,7

7
3

1
7
,2

5
5

1
6
,9

2
0

1
6
,5

8
5

1
6
,2

6
0

1
5
,9

4
4

1
5
,6

2
8

1
5
,3

2
2

1
5
,0

2
5

1
4
,7

2
8

（
T
)

(U
)

(V
)

1
7
,5

2
3

1
8
,8

5
6

1
8
,7

7
3

1
7
,2

5
5

1
6
,9

2
0

1
6
,5

8
5

1
6
,2

6
0

1
5
,9

4
4

1
5
,6

2
8

1
5
,3

2
2

1
5
,0

2
5

1
4
,7

2
8

(W
)

(X
)

1
0
2
,3

3
9

9
7
,1

7
5

1
1
5
,9

5
1

1
2
0
,1

0
9

1
2
2
,6

9
5

1
2
1
,9

7
3

1
1
8
,3

3
9

1
1
2
,4

3
7

1
0
6
,8

2
7

1
0
0
,8

8
6

1
0
2
,4

8
0

9
7
,7

9
2

○
他

会
計

繰
入

金
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
前

々
年

度
前

年
度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

1
3
8

3
,9

5
5

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

7
,2

0
0

1
3
8

1
2
7

1
1
7

1
0
6

9
5

8
4

7
2

6
1

4
9

3
7

2
5

1
3

3
,8

2
8

7
,0

8
3

7
,0

9
4

7
,1

0
5

7
,1

1
6

7
,1

2
8

7
,1

3
9

7
,1

5
1

7
,1

6
3

7
,1

7
5

7
,1

8
7

7
,1

0
1

1
5
,5

3
6

8
,9

2
4

1
0
,5

4
2

1
3
,8

1
4

1
5
,5

2
2

1
6
,6

3
4

1
6
,9

0
2

1
7
,6

1
0

1
7
,9

4
1

1
8
,4

0
6

1
8
,6

8
8

5
8
6

5
9
7

9
8
2

9
9
9

1
,0

1
8

1
,0

3
6

1
,0

5
5

1
,0

7
4

1
,0

9
4

1
,1

1
4

1
,1

3
4

8
1
1

6
,5

1
5

1
4
,9

3
9

7
,9

4
2

9
,5

4
3

1
2
,7

9
6

1
4
,4

8
6

1
5
,5

7
9

1
5
,8

2
8

1
6
,5

1
6

1
6
,8

2
7

1
7
,2

7
2

1
7
,8

7
7

7
,2

3
9

1
9
,4

9
1

1
6
,1

2
4

1
7
,7

4
2

2
1
,0

1
4

2
2
,7

2
2

2
3
,8

3
4

2
4
,1

0
2

2
4
,8

1
0

2
5
,1

4
1

2
5
,6

0
6

2
5
,8

8
8

収
支

再
差

引
(E

)+
(I
)

積
立

金

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金

前
年

度
繰

上
充

用
金

形
式

収
支

(J
)-

(K
)+

(L
)-

(M
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(N
)-

(O
)

赤
字

収
益

的
収

支
比

率
（

×
1
0
0

）
8
0
.2

1
7
4
.5

9

赤
字

比
率

（
×

1
0
0

）

5
6
.7

5
5
6
.2

0
5
5
.4

9
5
5
.0

3

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
(R

)

8
1
.6

6
7
1
.8

6
6
4
.7

9
6
1
.2

1
5
8
.8

1
5
7
.8

3

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
健

全
化

法
施

行
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る
解

消
可

能
資

金
不

足
額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率
(（

T
）
/
（
V

）
×

1
0
0
)

他
会

計
借

入
金

残
高

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(B

)-
(C

)
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

金
不

足
の

比
率

((
R

)/
(S

)×
1
0
0
)

令
和

1
1
年

度
令

和
1
2
年

度

収
益

的
収

支
分

地
方

債
残

高

本
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

令
和

８
年

度
令

和
９

年
度

令
和

1
0
年

度
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